
　【ニュース概略】会社側が従業員に対して規定した
「E―mail で勤務内容を報告すること。これを遵守しな
い場合、１回 20 元の罰金を支払わなければならない」
との内容をめぐり生じた労働争議について、裁判所は、
会社側の主張には法的根拠がないとし、従業員側が支
払い済みの罰金を返還するよう命じた。（「人民法院新
聞」2011 年 3 月 24 日）

　上述の内容は、新聞報道をダイジェストしたもので
すが、問題の焦点は、会社が制定した内部管理制度お
よび従業員との労働契約ではいずれも「会社側は従業
員の勤務状況について確認し、賞罰を与えることがで
きる」と明確にしているにもかかわらず、最終的にな
ぜ裁判所に認められなかったのかという点にあります。
今回は、会社が罰金を科す権利の有無および賞罰制度
の合理性について分析したいと思います。

　

　
　まず、中国の「行政処罰法」に基づけば、財産にか
かる処罰を規定することは（１）法律（全人代）（２）
行政法規（国務院）（３）地方性法規（地方にある人民
代表大会）――のみによって可能であり（国務院の各
部門や各地方政府は法律、行政法規などで規定された
範囲内で財産処罰を規定することができます）、会社は
従業員に罰金を科す権利を有さないことになっていま
す。
　1982 年に国務院が公布した「企業従業員賞罰条例」
では、会社は従業員に対し警告、過失の記録、重大過
失の記録、降格、免職、監察処分、解雇などさまざま
な行政処分を与えることができ、これと同時に、罰金
を与えることもできると規定していました。当該条例
は、国有企業のみを適用対象としていたものの、従来
より外商企業を含む非国有企業の多くも、これを参照
して実行してきました。しかしながら、当該条例は 08
年１月 15 日に廃止されたため、現時点では「労働法」
および「労働契約法」に準拠し、処罰を規定する権利
を認識すべきであると考えます。
　「労働契約法」では、（１）競業制限義務を負う従業
員が当該義務に違反した場合の賠償責任（２）服務期
間中に従業員が辞職する場合の違約責任――を除けば、
従業員の財産責任についてはまったく触れられていま
せん。その上、上述した２つの責任は、あくまで労働

者が会社との約束を破った際に生じる賠償責任を指し
ており、会社が職員管理手段の一つとして利用する「罰
金」ではないという点が異なっています。

　

　
　「労働契約法」では明確に定められていませんが、
現時点でよく用いられている罰則を紹介しながら、そ
のリスクと注意事項を説明します。
　（Ａ）警告、過失及び重大過失の記録
　証拠の確保が重要となりますが、罰則の制定自体は
問題ないかと思います。
　（Ｂ）降格、減給
　会社が労働契約に記載した職位や給与額を一方的に
変更する行為は、「労働契約法」違反となり得るため、
仲裁委員会や裁判所の支持を得られない可能性がある
のみならず、給与の支払い不足との理由で、逆に責任
を追及されるケースも多いというのが現状です。
　（Ｃ）懲戒性を有する労働契約の解除
　会社の規則制度に「著しく違反した」行為をした場
合にのみ、認められる手段の一つです。この「著しく
違反した」という程度について、回数や金額などの具
体的な条件をあらかじめ会社の規則制度に盛り込んで
おく必要があるでしょう。
　なお、罰金にかかる規定が認められていない環境下
では、上述のような罰則を規定する以外にも、（１）労
働を提供しなかった時間分の給与をカットする（無断
欠勤など）（２）会社に与えた損失を給与から差し引く
（損害賠償として）（３）勤務態度を踏まえて、賞与を
調整する――などの手段についても採用を検討するこ
とができるでしょう。
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